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要旨：著者らは，塩害環境下にある RC 部材を対象として，部材が設置されている環境条件および部材設計

諸元からモンテカルロシミュレーションにより，部材の曲げ耐力に関する劣化曲線を予測する手法について

の検討を行ってきた。本研究では，この予測手法を活用し，鉄筋の腐食開始時刻，腐食ひび割れ発生時刻お

よび加速期終了時刻を算出し，この結果に基づき各劣化過程の期間（潜伏期，進展期，加速期および劣化期）

をそれぞれ推定するとともに，供用年数に対する各劣化期間の推移を求める方法を提案した。 
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1. はじめに 

 著者らは，塩害環境下にある RC 部材を対象として，

塩害による RC 部材の劣化進行過程を確率過程を含む数

値モデルとして取り扱い，RC 部材が設置されている環

境条件および部材設計諸元からモンテカルロシミュレー

ション（MCM）により，部材の曲げ耐力に関する劣化曲

線の導出を行ってきた 1)。導出した劣化曲線から部材撤

去時の曲げ耐力を推定し，これと撤去後の部材の曲げ耐

力を載荷試験により把握した結果 2)とを比較すると，両

者は比較的良い一致を示すことがわかった。しかしなが

ら，塩害劣化した RC 部材の曲げ耐力は，環境条件や部

材諸元のみにより決定されるものではなく，対象部材に

対して荷重がどの位置にどのように作用したかにむしろ

依存するものである。したがって，コンクリート構造物

の合理的な維持管理を目指す上では，土木学会 コンクリ

ート標準示方書［維持管理編］3)に示されている塩害劣

化進行過程における各劣化過程（潜伏期，進展期，加速

期および劣化期）の予測が重要と考えられる。 

 そこで本研究では，環境条件および部材諸元の異なる

塩害環境下にある RC 部材 3 体を対象（2 章参照）とし

て，著者らが提案している曲げ耐力の劣化予測手法を活

用して鉄筋の腐食開始時刻，腐食ひび割れ発生時刻およ 

 

 

 

 

 

 

 

 

び加速期終了時刻を算出（3 章で概説）し，この結果に

基づき各劣化過程の期間（潜伏期，進展期，加速期およ

び劣化期）をそれぞれ推定（4.1 参照）するとともに，

供用年数に対する各劣化期間の推移を求める方法（4.2

参照）についての検討を行った。 

 

2. 対象とした RC 部材の概要 

 本研究で対象とした RC 部材は，A 港，B 港および C

港にある桟橋上部工の RC スラブ 2)である。これらの桟

橋の建設時期，撤去時期，供用年数を表－1 にそれぞれ

示す。対象とした RC スラブはいずれも飛沫帯に位置し

ており，H.W.L.から部材下面までの距離： d (m)は，表

－1 に示すとおりである。港湾の施設の技術上の基準・

同解説 4)および既往の研究 5)によれば，桟橋のコンクリ

ート上部工における表面の塩化物イオン濃度：

0C (kg/m3)は，H.W.L.と部材下面までの距離が 0～2.0m

程度の場合，次式から推定できるとしている。 

   115060 .d.C     (1) 

算出した 0C を表－1 にそれぞれ示す。 

 表－2 に RC スラブの部材諸元を対象部材ごとにそれ

ぞれ示す。スラブ厚さ，引張側主鉄筋，コンクリートの

圧縮強度： cf  (N/mm2)および弾性係数： cE ×103(N/mm2) 
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表－1 桟橋の概要 

 A 港 B 港 C 港 

建設時期 1964~1966 年 ~1965 年 1968~1971 年 

撤去時期 2004 年 2004 年 2004 年 

供用年数 38~40 年 39 年 33~36 年 

H.W.L.から部材下面までの距離：d (m) 0.14 0.9 0.19 

表面塩化物イオン濃度：C0 (kg/m3) 14.3 9.70 14.0 
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は，桟橋調査結果の値 2)を採用した。水セメント比は，

同調査結果により得られたコンクリートの圧縮強

度 2)および既往の研究により得られたコンクリー

トの圧縮強度と水セメント比の関係 6)に基づいて

算出した。なお，各港の RC スラブの撤去時点での

曲げ耐力比は，A 港で 0.577，B 港で 0.616，C 港で

0.818 である。また，A 港および B 港の RC スラブ

は，撤去時点で腐食ひび割れが確認されたことか

ら，構造物の外観上のグレードは加速期以降であ

ることがわかった。 

 

3. 鉄筋の腐食開始時刻，腐食ひび割れ発生時刻および加

速期終了時刻の算出方法 

3.1 算出手順の概要 

 2 章で推定した表面塩化物イオン濃度（表－1）および

RC スラブの部材諸元（表－2）から，鉄筋の腐食開始時

刻，腐食ひび割れ発生時刻および加速期終了時刻を算出

した。具体的には，まず，鉄筋腐食発生限界塩化物イオ

ン濃度や腐食ひび割れ発生前の腐食速度などのバラツキ

を考慮するために，これらを確率変数として取り扱い，

既往の研究および実構造物での調査結果から確率変数の

確率分布および統計量を設定した（3.2 参照）。その後，

「鉄筋の腐食開始時刻（3.3 参照）」および「腐食ひび割

れ発生時刻（3.4 参照）」を，MCM を用いて推定した。

なお，MCM は，乱数を用いたシミュレーションを繰り

返し行うことにより近似解を求める計算手法である。こ

れらの推定結果を用いて，「加速期終了時刻（3.5 参照）」

を算出した。詳細を次節以降にそれぞれ示す。 

3.2 確率変数の確率分布および統計量の設定方法 

 本研究で設定した確率変数，その確率分布および統計

量を表－31)に示す。表に示す対数正規分布および正規

分布は，以降に示す既往の文献や実構造物でのデータの

分布状況から判断して確率分布を決定した。なお，それ

以外の確率分布は，データ数が少なく，分布を決定する

ための根拠が乏しいため，一様分布と仮定した。各確率

変数の確率分布および統計量の決定方法は以下に示すと

おりである。すなわち，鉄筋腐食発生限界塩化物イオン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

濃度： limC (kg/m3)は，既往の文献 7)に基づき 1.2～

2.5kg/m3 と設定し，一様分布と仮定した。鉄筋位置での

塩化物イオン濃度：x1 および塩化物イオンの見かけの拡

散係数：x2は，飛沫帯にある実構造物での調査結果 2),8),9) 

を参考に決定した。すなわち，まず，調査結果より得ら

れたかぶり位置での塩化物イオン濃度を Fick の拡散方

程式の解で回帰することにより，表面塩化物イオン濃度

および見かけの拡散係数をそれぞれ算出した。続いて，

算出したそれぞれの値から任意の位置での塩化物イオン

濃度を Fick の拡散方程式の解により推定した。調査結

果を推定値で除したそれぞれの無次元量から平均値（表

中の 1.1）および標準偏差（表中の 0.47）を求めた。これ

ら鉄筋位置での塩化物イオン濃度は，常に正の値（非負）

を取るため対数正規分布に従うと仮定した。前述の平均

値および標準偏差を対数変換して，x1 の平均値（表中の

0.011）および標準偏差（表中の 0.41）を算出した。ヒス

トグラムを図－1 に示す。一方，x2 は，Fick の拡散方程

式の解で回帰することにより算定した見かけの拡散係数

を，次式で推定した見かけの拡散係数で除し，平均値：

0.34 および標準偏差：0.24 をそれぞれ求めた。塩化物イ

オンの見かけの拡散係数は，鉄筋位置での塩化物イオン

濃度と同様に非負の値となるため，対数正規分布で近似

することとした。したがって，対数正規分布における平

均値および標準偏差は，-1.3 および 0.64 となる。ヒスト

表－2 RC スラブの部材諸元 

 A 港 B 港 C 港 

スラブ厚さ(mm) 270 300 350 

引張側主鉄筋 
径(mm) 13 13 13 

かぶり(mm) 63.5 43.5 63.5 

コンクリートの圧縮強度： cf   (N/mm2) 32.3 39.1 32.6 

コンクリートの弾性係数： cE ×103(N/mm2) 23.7 29.5 28.0 

水セメント比(%) 49.8 44.4 47.5 
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図－1 鉄筋位置での塩化物イオン濃度の 

    ヒストグラム 
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グラムを図－2 に示す。 

       522793
2

10 .C
W.C

W.Dlog    (2) 

ここで， D ：塩化物イオンの見かけの拡散係数(cm2/年)，

CW ：水セメント比（表－2 参照）である。 0C につい

ては，飛沫帯にある実構造物での調査結果 5)に基づき，

確率分布を正規分布，H.W.L.から RC 部材下面までの鉛

直距離が 0.0～0.5m のケースで標準偏差：5.05kg/m3，鉛

直距離が 0.5～1.0m で標準偏差：5.41kg/m3を採用した。

平均値は式(1)より求めた値（表－1）をそれぞれ使用し

た。かぶりの施工誤差： errorc (mm)については，川村ら

10)によって実測された鉄道高架橋の「中間スラブ下面」，

「張出スラブ下面」および「スラブ桁主梁下面」におけ

る 5,318 点でのかぶりの調査結果から正規分布として設

定し，平均値および標準偏差を新たに算出した。腐食ひ

び割れ発生時の腐食量：x3は，既往の研究 11)に基づい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て，対数正規分布の平均値：-0.052，標準偏差：0.32 と

設定した。 cf  (N/mm2)は，徳富が実施した試験体 100 体

での結果 12)から変動係数：0.0382の正規分布とした。平

均値は桟橋調査結果（表－2 参照）2)を採用した。標準偏

差は表－3 に示す。腐食ひび割れ発生前の腐食速度：

bV (mg/cm2/年)は，飛沫帯で暴露した供試体での実験結

果 13),14)および腐食促進試験による実験結果 15)を，式(3)

に代入して求めた。 

    .corr.cracb ttWV     (3) 

ここに， cW ：腐食ひび割れ発生時の腐食量(mg/cm2)，

.crat ：腐食ひび割れの発生時刻(年)， .corrt ：鉄筋の腐食

開始時刻(年)である。ただし， cW が不明なものについ

ては，Qi らが提案している腐食ひび割れ幅から鉄筋の

腐食量を推定する式 16)により求めた。腐食ひび割れ発

生時のひび割れ幅： crw は 0.1mm17)と仮定した。その結

果， bV は 2.3～21.9mg/cm2/年を得た。なお， bV は一様分

布と仮定した。 

3.3 鉄筋腐食発生の判定と腐食開始時刻の算出 

 任意の供用年数： t (年)における鉄筋位置での塩化物

イオン濃度： C (kg/m3)が， limC [=1.2～2.5(kg/m3)]を超え

た場合に，鉄筋腐食と判定した（ 01 g で鉄筋腐食発生）。

判定式： 01 g として t について解くと， .corrt (年)が算

出できる。以下に判定式 1)および .corrt 算出式 1)をそれぞ

れ示す。 

    t,D,C,cCCg lim 01     (4) 
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表－3 各パラメータのバラツキを表す確率変数の確率分布および統計量 

確率変数 
確率 

分布 
下限値 上限値 平均値

標準 

偏差 

変動 

係数 

対数正規分布 

平均値 標準偏差

鉄筋腐食発生限界 

塩化物イオン濃度(kg/m3) 
Clim 一様 1.2 2.5      

鉄筋位置での塩化物イオン濃度 x1 対数正規   1.1 0.47  0.011 0.41 

表面塩化物イオン濃度

(kg/m3) 

A 港 

C0 正規 

  14.3 5.05    

B 港   9.70 5.41    

C 港   14.0 5.05    

かぶりの施工誤差(mm) cerror 正規   -0.16 7.8    

塩化物イオンの見かけの拡散係数 x2 対数正規   0.34 0.24  -1.3 0.64 

腐食ひび割れ発生時の腐食量 x3 対数正規   1.0 0.33 0.33 -0.052 0.32 

コンクリートの圧縮強度

(N/mm2) 

A 港 

f’c 正規 

  32.3 1.23 

0.0382 

  

B 港   39.1 1.49   

C 港   32.6 1.25   

腐食ひび割れ発生前の 

鉄筋の腐食速度(mg/cm2/年) 
Vb 一様 2.3 21.9      
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塩化物イオンの見かけの拡散係数（無次元）

図－2 塩化物イオンの見かけの拡散係数の 

    ヒストグラム 
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ここで， c ：かぶり（表－2 参照）である。 D は，対象

RC スラブが普通ポルトランドセメントで表－2 に示す

CW で製作されたとして，式(2)によりそれぞれ求めた。

式(4)～(6)の確率変数： 201 x,c,C,x,C errorlim は，MCM によ

り表－3 に示す確率分布および統計量に従って 10,000 回

発生させ，
.corr

t を 10,000 回算出した。 

3.4 腐食ひび割れ発生の判定とひび割れ発生時刻の算出 

 任意の供用年数： t (年 )における鉄筋の腐食量：

Q (mg/cm2)1)が， cW (mg/cm2)16)を超えた場合に，腐食ひ

び割れ発生と判定した（ 02 g で腐食ひび割れ発生）。

判定式： 02 g として t について解くと， .crat (年)が算出

できる。以下に判定式 1)および .crat 算出式 1)をそれぞれ示

す。 

    t,t,VQWηxg .corrbc  32    (7) 

      .corrb.corrb ttVt,t,VQ     (8) 

   
b

c
.corr.cra

V

Wηx
tt

3
    (9) 
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ここで， η：腐食ひび割れ発生時の腐食量に関する補正

係数[=3.6811)]， sρ ：鉄筋の密度[=7.85(mg/mm3)]， γ ：

腐食生成物の体積膨張率[=3.0]， φ：鉄筋径[=13(mm)]，

1100 β,α,β,α ：かぶり，鉄筋径およびコンクリートの圧縮

強度に関する補正係数である。この補正係数は，以下の

式 16)により求めることができる。 

    

              27102920 .φ.   (11) 

   071005500 .f.β c     (12) 

    

              92.50663.0    (13) 

   041001601 .f.β c     (14) 

式(7)～(14)の確率変数： cb f,V,x 3 は，表－3 に示す確率

分布および統計量に従って試行回数 10,000 回の MCM に

よりそれぞれ発生させ， .crat を 10,000 回算出した。 

3.5 加速期終了時刻の算出 

 既往の研究 18)によると，加速期の期間（加速期開始時

刻から加速期終了時刻まで）は潜伏期の 0.5 倍になると

されている。これより，加速期が終了する時刻： .det (年)

は以下の式により求めることができる。 

   
... 5.0 corrcrade ttt     (15) 

4. 塩害劣化進行過程の予測 

4.1 塩害劣化進行過程における各劣化過程の期間の算出 

 3.3，3.4 および 3.5 で求めた .corrt (年)， .crat (年)および

.det (年)を用いて，塩害劣化進行過程における各劣化過

程の期間を算出する方法について説明する。本研究では，

各劣化過程の期間を以下に示す方法でそれぞれ算出した。 

(1) 潜伏期 

 潜伏期は，鋼材表面における塩化物イオン濃度が腐食

発生限界塩化物イオン濃度に達するまでの期間と定義 3)

されている。そのため，任意の供用年数： t (年)において

以下の式を満たす場合を潜伏期とした。 

   ... <<< decracorr tttt    (16) 

(2) 進展期 

 進展期は，鋼材の腐食開始から腐食ひび割れ発生まで

の期間と定義 3)されているため，任意の供用年数： t (年)

において以下の式を満たす場合を進展期とした。 

   ... <<< decracorr tttt    (17) 

(3) 加速期 

 加速期は，腐食ひび割れ発生により腐食速度が増大す

る期間と定義 3)されている。一方，前述の既往の研究 18)

によれば，加速期の期間は潜伏期の 0.5 倍となる。そこ

で，本研究では，加速期終了時刻を .det (年)とし，以下の

式を満足する場合を加速期とした。 

   ... <<< decracorr tttt    (18) 

(4) 劣化期 

 劣化期は，腐食量の増加により耐荷力の低下が顕著と

なる期間と定義 3)されている。上記(3)に示す加速期終了

時刻を .det (年)参考に，次式を満たす場合を劣化期とする

こととした。 

   tttt decracorr <<< ...    (19) 

4.2 供用年数に対する各劣化期間の推移 

 供用年数0から50年までの塩害劣化進行過程における

各劣化期間の推移を割合（比率）として求める方法につ

いて概説する。例えば，1 回のシミュレーションの結果

として，鉄筋腐食開始時刻：10 年，腐食ひび割れ発生時

刻：20 年および加速期終了時刻：25 年が得られたと考え

る。この場合，潜伏期は供用年数 1 年から 10 年までとな

り，進展期は供用年数 10 年から 20 年，加速期は供用年

数 20年から 25年および劣化期は供用年数 25年以降とな

る。本研究では 10,000 回の MCM を行っており，供用年

数 1 年ごとに MCM の結果がそれぞれどの劣化期間に該

当するかをカウントし，これを MCM の総数 10,000 回で

除すことにより，供用年数 1 年ごとの各劣化期間の割合

を算出した。A 港，B 港および C 港での結果を図－3，

図－4 および図－5 に示す。各港の撤去時点における各

劣化期間の割合は，供用年数 39 年の A 港で，潜伏期：

24.0%，進展期：14.1%，加速期：22.7%，劣化期：39.2% 
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  errorcc  028.00005.00 

  errorcc  04.00007.01 
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となり，B 港（供用年数 39 年）では，潜伏期：27.6%，

進展期：10.1%，加速期：19.1%，劣化期：43.2%であっ

た。また，C 港（供用年数 34 年）においては，潜伏期：

43.1%，進展期：15.1%，加速期：21.5%，劣化期：20.3%

を得た。 

 ここで，各港における劣化進行程度を比較することを

目的に，供用年数 50 年における各期間の割合を算出した。

その結果を図－6 に示す。表－1 および表－2 に示すとお

り，各港での環境条件および部材諸元は異なっているも

のの，図－6 に示す各期間の割合においては各港であま

り差が生じていないことがわかる。これは，潜伏期，進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

展期，加速期および劣化期の各劣化過程を支配する要因

について，表－3 に示す確率変数をそれぞれ独立した事

象として捉えていることに原因があると考えられる。す

なわち，本研究では，独立した事象の確率分布にしたが

って MCM を行っているため，例えば，MCM により算

出した表面塩化物イオン濃度および塩化物イオンの見か

けの拡散係数が大きいにも関わらず，腐食速度は小さい

値を使用して劣化過程を推定している場合も含まれるこ

とになる。その結果，初期条件である環境条件および部

材諸元の違いが劣化過程の推定結果に反映されにくくな

っていると考えられる。今後は，表－3 に示す確率変数

同士の相関について検討し，MCM の問題点を改善する

予定である。 

 

5. まとめ 

 本研究では，塩害環境下にある RC 部材を対象として，

著者らが提案している曲げ耐力の劣化予測手法を活用し

て鉄筋の腐食開始時刻，腐食ひび割れ発生時刻および加

速期終了時刻を算出し，この結果に基づき各劣化過程の

期間（潜伏期，進展期，加速期および劣化期）をそれぞ

れ推定するとともに，供用年数に対する各劣化期間の推

移を求める方法を提案した。今後は，4.2 で述べた MCM

の問題点を改善した上で，本手法の実構造物への有効性

について検討する予定である。 
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